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国土交通省直轄工事における技術提案・交渉方式の運用について 

 

国土交通省直轄工事（港湾空港関係を除く。）における技術提案・交渉方式に

ついては、「国土交通省直轄工事における技術提案・交渉方式の運用について」

（平成 27 年６月２日付け国地契第９号、国官技第 64 号、国営計第 28 号）に基

づき実施されているところであるが、今般、別添のとおり、同運用ガイドライン

を改正することとしたので、遺漏無きよう措置されたい。 

なお、「国土交通省直轄工事における技術提案・交渉方式の運用について」（平

成 27 年６月２日付け国地契第９号、国官技第 64 号、国営計第 28 号）について

は廃止する。 


